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１．決 算 規 模  

 
 26 年度の決算規模（歳出）は、前年度と比較すると、一般会計は 43 億円の減、企業会計は

88億円の増となり、全会計では45億円の増となりました。 

 

 
 

以下、２.決算収支  ３.基金等  ４.歳入  ５.歳出  は一般会計、６.主な財政指標 は 

普通会計の内容で記載しています。 
 

 会計区分 
小樽市では｢一般会計｣のほか９の「特別会計」と４の「企業会計」を設置しています。｢一般会計｣か

ら｢特別会計｣と｢企業会計｣へ法令等で定められた基準やそれぞれの会計の収支不足分を繰出金として支

出しています。 

    
上記のほか、個々の地方公共団体ごとに各会計の範囲が異なることから、全ての団体相互間の財政比

較や時系列比較が可能となるよう決算統計上の分類として｢普通会計｣と｢公営事業会計｣に区分していま

す。小樽市の｢普通会計｣は、｢一般会計｣及び住宅と産業廃棄物処分との２つの｢特別会計｣によって構成

されています。 
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２．決算収支（一般会計）  

 

 「実質収支」は22年度から５年連続で黒字となりました。また、前年度の実質収支を差し引

いた｢単年度収支｣と、それに財政調整基金の積立等を考慮した｢実質単年度収支｣も黒字となり

ました。 

 
 

226年度の収支状況a 

  26 年度の実質収支は５億円の黒字となりました。26 年度の歳入に含まれる 25 年度の剰余金であ

る前年度繰越金２億 8,600 万円を控除した単年度収支は２億 1,400 万円の黒字となり、さらに歳出

に含まれる財政調整基金への積立金１億 4,400 万円を考慮した実質単年度収支は３億 5,800 万円の

黒字となりました。 

  なお、当初予算における収支不足を補うため、23 年度まで下水道事業会計等からの借入れによる

財源対策を行っていましたが、24年度からは他会計等からの借入を行っていません。 

（※「他会計などからの借入れ」については、Ｐ３（３）を参照） 
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実 質 収 支 ：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額 

単 年 度 収 支 ：当該年度の実質収支から前年度の実質収支（前年度繰越金）を差し引いた額 

実質単年度収支 ：単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩 

額を差し引いた額 

財政調整基金 ：年度間の財源の不均衡を調整するための積立金 

減 債 基 金 ：市債（借入金）の償還にあてるための積立金 

繰 上 充 用 ：歳入が歳出に不足するときに、翌年度の歳入を繰り上げてこれに充てること 

 

■一般会計の決算状況 単位：百万円

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

実質収支 ▲ 1,409 ▲ 1,184 ▲ 1,297 ▲ 659 ▲ 31 1,184 1,173 157 286 500

単年度収支 ▲ 229 225 ▲ 113 638 629 1,215 ▲ 11 ▲ 1,017 130 214

実質単年度収支 (ｱ) ▲ 229 225 ▲ 112 638 629 1,215 656 654 ▲ 444 358

【参　考】財政調整基金繰入額 ― ― ― ― ― ― ― 258 1,165 ―

財源対策
(減債基金取崩、他会計借入など)

(ｲ) 400 430 665 850 765 612 411 ― ― ―

財源対策を考慮した
実質単年度収支

(ｱ）－(ｲ) ▲ 629 ▲ 205 ▲ 777 ▲ 212 ▲ 136 603 245 654 ▲ 444 358

※他会計からの借入は平成23年度が最終です。
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３．基 金 等（一般会計）  
 

（１） 財政調整基金・減債基金 

    財政調整基金と減債基金は、財源調整や市債（借入金）の償還に充てるための積立金

です。16年度以降、両基金の全額を取り崩し、残高はゼロとなっていましたが、22年度

決算で実質収支が黒字となり、23 年度からは財政調整基金への積立てを行っています。   

なお、26年度は１億4,400万円を財政調整基金へ積立し、取崩しは行いませんでした。 

（２）特定目的資金基金 

    特定の目的のための資金基金の残高は、20年度に「小樽ファンが支えるふるさとまち

づくり資金基金」を、21年度に「地域経済活性化等推進資金基金」を、25年度に｢庁舎

建設資金基金｣「地域の元気臨時資金基金」を創設したことなどにより増加しました。 

    なお、26 年度は、｢防災・減災対策事業資金基金｣を創設した一方、｢地域の元気臨時

資金基金｣と｢市立病院新築資金基金｣について、各資金基金の目的に沿った事業の財源

として全額活用したことにより、残高が減少しました。 

 
（３）他会計などからの借入れ 

    13 年度以降に財政調整基金・減債基金の残高が大きく減少したため、14 年度から 23

年度まで不足する財源について他会計や基金から借入れを行ってきました。 
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４．歳  入（一般会計）  
 

（１）歳入の内訳 

    26 年度の歳入をみると、地方交付税が 167 億 5,300 万円で歳入全体の 30％を占めて

います。次いで、国・道支出金が142億 4,900万円で25％、市税が134億 8,800万円で

24％となっています。 

 
（２）一般財源 

    一般財源収入では、26年度は市税収入、地方交付税、臨時財政対策債がそれぞれ減少

したほか、25年度に廃止した土地開発基金や、財政調整基金からの繰入金が皆減したこ

となどにより、前年度に比べ17億 7,600万円の減となりました。 

 
 
一 般 財 源：市税、地方交付税など、使途が特定されていない収入（様々な行政ニーズに適切に対応する 

ためには、一般財源の確保が重要となる。） 

地方交付税：地方公共団体の税源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービスを提供でき 

るよう財源を保障するための地方の固有財源 

国・道支出金：国、道が使途を特定して市町村に交付する資金 

34,940

<62%>
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市税 13,488<24%>
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使用料・手数料

936<2%>

国・道支出金

14,249<25%>

市債（建設事業分など）

2,457<4%>

諸収入 2,563 <5%>

その他の特定財源

(分担金・負担金など）
1,095<2%>

歳入内訳の構成(２６年度)

一般財源特定財源

単位：百万円

歳入総額
56,240

その他の一般財源

（前年度繰越金など）
298<1%>
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（３）市  税 

    26年度の市税収入は、前年度と比較して3,100万円の減となっています。主な要因と

しては、個人住民税均等割の税率改正による増や、固定資産税・都市計画税の収入率ア

ップによる増があったものの、企業収益の減少による法人市民税の減などの減収幅が大

きかったことによります。 

 
市税収入率は、現年課税分については３年連続で95％台を確保していますが、滞納繰

越分を合わせた市税全体の収入率は、11 年度の 90.9％から毎年度低下している状況で

す。 

 

 
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

3,805 4,121 
5,137 5,139 4,839 4,515 4,318 4,425 4,347 4,383 

1,241 
1,312 

1,229 1,514 
1,386 1,433 1,338 1,520 1,415 1,374 

7,000 6,526 

6,342 6,328 
6,066 6,064 

5,921 5,408 5,449 5,453 

1,362 1,256 
1,226 1,227 

1,176 1,177 
1,132 1,034 1,039 1,043 

1,221 1,203 
1,164 1,099 

1,052 1,060 
1,186 

1,166 1,269 1,235 

14,629 14,418
15,098 15,307

14,519 14,249 13,895 13,553 13,519 13,488

市税収入の推移

個人市民税

法人市民税

固定資産税

都市計画税

たばこ税ほか

百万円
枠内の数値は合計

81.7 80.9 80.7 
80.2 78.3 77.2 75.4 

73.8 72.9 72.3 

93.5 94.1 94.0 94.2 94.0 94.4 94.3 
95.0 95.3 95.9 

18.2 17.4
15.4 16.0 14.4 13.6

9.2 7.2 7.5 6.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

％ 市税収入率

市税収入率

現年課税分

滞納繰越分



- 6 - 

 

（４）地方交付税 

    普通交付税と、普通交付税の一部が振り替えられた臨時財政対策債を合わせた「実質

的な地方交付税」は、15年度までは増加傾向にありましたが、16年度からの「三位一体

の改革」による地方交付税の削減の影響により 19 年度までは減少し、20 年度以降は、

地方再生対策費や地域雇用創出推進費などが算定項目に新設されたことなどにより再

び増加傾向となりました。 

その後、23 年度に算定単位の一つである「人口」に平成 22 年国勢調査人口が適用さ

れ、人口減の影響が反映されたことなどにより減少しましたが、24年度は積雪度級地の

見直しなどにより増加し、25年度は地方財政計画における地方公務員給与費の削減など

により再び減少し、増減を繰り返しています。 

26 年度は、各地方公共団体が地域経済活性化に取り組むための財政需要を算定する

｢地域の元気創造事業費｣が算定項目に新設されたことなどによる増加要素があるものの、

地方財政計画における地方交付税総額が減少したことにより、前年度と比較して２億

8,800万円の減額となりました。 

 

 

 
    

 

 
 地 方 交 付 税 ：地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービスを提供 

できるよう国税の一部が地方公共団体に交付されるもの。使い道が限られている「国庫支出 

金」などと違い、地方自治体が自由に使えるお金（一般財源）で、市税と合わせて一般会計 

歳入の約半分を占める貴重な財源 

 臨時財政対策債：地方に交付する地方交付税の財源が不足しているので、国が本来交付すべき地方交付税の一 

部について地方自治体に借入を認める地方債（この地方債を返済するための元利償還額は、 

後年度の地方交付税の算定に算入されることとなっている。） 
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５．歳  出（一般会計）  

 

（１）目的別決算状況 

    歳出を使われる目的別にみると、26年度も民生費が一番多く、次いで職員給与費、公

債費の順となっています。 

前年度と比較して総額で42億5,600千円減少しましたが、これは衛生費において、病

院事業会計繰出金の減などにより15億 3,500万円、教育費において、前年度に学校給食

センターの建設事業が完了したことなどにより11億4,200万円、諸支出金において、前

年度に解散した土地開発公社への貸付金の減と土地開発基金の廃止に伴う基金からの借

入金償還金が減となったことなどにより 14 億 3,400 万円、それぞれ減少したことによ

るものです。 

 

 
   ※ 19 年度に諸支出金が 75 億 1,500 万円減少していますが、病院事業会計や国民健康保険事業

特別会計などに対する一般会計からの貸付金の会計処理を見直したことなどによるものです。 

 

 
 民生費：児童、高齢者、心身障害者などの福祉施設の整備や運営費、生活保護などに使われる経費 

 衛生費：保健所やごみ処理など健康で衛生的な生活環境を保持するために使われる経費 

 労働費：失業や就業対策のために使われる経費 

 農林水産業費：農業、林業、水産業の振興のために使われる経費 

 商工費：商業や観光事業などの振興のために使われる経費 

 土木費：道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の整備や維持管理などに使われる経費 

 教育費：小・中学校、社会教育など教育関係に使われる経費 

 公債費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 

 諸支出金：特別会計などへの借入金償還金などに使われる経費 
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7,739

6,781 6,773 6,703
6,500

6,100

8,649
8,537 1,022 1,062 1,038

1,140 1,610 2,873
2,009

575

9,996
10,100

9,926 9,164 8,768
8,603 8,747

8,447 8,093

8,244

2,760
3,076

2,790 2,829
4,528 2,072 1,967

2,043 2,444

2,498

63,703
62,147

55,420 55,274
56,998 56,727 57,043

58,896 59,898

55,642

百万円
目的別歳出決算状況

その他
（議会、総務、

消防、繰上充用

など)

職員給与費

諸支出金

公債費

土木費

労働費

農林水産業費
商工費

衛生費

民生費

教育費

枠内の数値は合計
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（２）性質別決算状況 

    歳出を経費の性質に着目してみると、26年度も扶助費が一番多く、次いで人件費、繰

出金の順となっています。 

 
 

    性質別経費のうち、「人件費」「扶助費」「公債費」の３つの経費は、いわゆる「義務的

経費」といわれ、固定的な性格の強い経費です。26 年度では歳出全体の 58％（25 年度

54％）を占めており、本市財政の硬直化の一因となっています。 

  

 
 
 

扶助費：生活保護費や医療助成費など個人に給付される経費、保育所などの運営に充てられる経費など 
 公債費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 
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10,000

20,000

30,000

40,000
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60,000

70,000

80,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

10,949 10,964 10,783 9,969 9,583 9,490 9,747 9,378 9,025 9,199

14,066 14,194 14,457 14,782 14,895 16,128 16,521 16,528 16,619 17,162

7,918 7,781 8,055 8,496 7,742
6,782 6,774 6,703 6,501 6,100

1,922 2,310 3,137 4,752 6,608 5,389 4,945 5,076 5,485 4,975

11,214 10,353

2,803
2,730 2,541 2,638 2,639 2,773 3,231 1,961

9,206 8,705

8,756 7,424 8,158 8,739 7,351 7,378 8,067
6,706

1,463 1,474

1,054 1,168

1,693 2,000 2,576 3,236
3,833

2,870

1,180

1,409

1,184 1,297
659 31

0 0
0

0

5,785 4,957

5,191 4,656
5,119 5,530 6,490 7,824

7,137

6,669

63,703
62,147

55,420 55,274
56,998 56,727 57,043 58,896 59,898

55,642

百万円 性質別歳出決算状況

その他
(物件費、維持

補修費、積立

金など)

普通建設

事業

繰出金

貸付金

補助費等

公債費

扶助費

人件費

枠内の数値は合計

繰上充用金

人件費 9,199 <16%>

扶助費 17,162<31%>

公債費 6,100<11%>
補助費等 4,975<9%>

貸付金 1,961<4%>

繰出金 6,706<12%>

普通建設事業費

2,870<5%>

その他（物件、維持、積立など）

6,669<12%>

歳出内訳の構成(26年度) 単位：百万円

歳出総額

55,642
義務的経費

32,461 <58%>
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（３）人件費 

    人件費は、退職手当が1,900万円の増、職員給与費が１億4,500万円の増となったこ

となどにより、前年度と比較して１億7,400万円の増となりました。 

    なお、退職手当を含む職員給与費の17年度との比較では､17億 3,500万円の減となっ

ています。 

 
   

26 年度の一般会計の職員数（各年度末）は前年度と比較して 11 名減となり、全会計

合計でも10名減となっています。 

なお、17年度と比較すると全会計で307人減となっています。 
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6,000
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10,000

12,000

14,000

16,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

9,295 9,022 8,473
7,654 7,459 7,465 7,466 7,318 7,175 7,320

701 1,078
1,453

1,512
1,323 1,152 1,290 1,133 922 941

953 864 857

803
801 873 991

927
928 938

10,949 10,964
10,783

9,969
9,583 9,490 9,747 9,378

9,025 9,199

百万円
人件費の推移

その他

(委員・嘱託員

報酬など)

退職手当

職員給与費

(退職手当

除く)

枠内の数値は合計

※職員給与費には共済費が含まれています
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全会計の職員数

職員数は各年度末人数で事業支弁分含む

H25H24H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H26
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（４）扶助費 

    扶助費は 171 億 6,200 万円で、前年度と比較して５億 4,400 万円、3.3％の増となり

ました。このうち、３億9,400万円は、低所得者と子育て世帯への消費税引上げに対す

る国の措置である｢臨時福祉給付金｣｢子育て世帯臨時特例給付金｣給付事業の実施による

ものです。 

また、17 年度と比較すると、障害者福祉（身体障害者・知的障害者）は 16 億 200 万

円、88.5％の増となり、児童手当(子ども手当)・児童扶養手当は８億8,800万円、68.4％

の増、生活保護は４億600万円、4.9％の増となりました。一方、医療は、制度改正や19

年度末での老人医療助成制度の廃止などにより減少傾向となっており、17年度との比較

では２億6,400万円、32.9％の減となっています。 

 

 
 
 

 
 扶助費：生活保護費や医療助成費など個人に給付される経費、保育所などの運営に充てられる経費など 

グラフの区分の主な内容は次のとおり 

       老人～老人ホーム保護費、ふれあいパス事業費など 

       保育所～市立保育所、私立保育所の関係経費など 

       生活保護～生活保護費 

       障害者福祉～生活介護給付費、重度障害者福祉手当等経費など 

       児童手当・児童扶養手当～児童手当（子ども手当）経費、児童扶養手当経費 

       医療～老人・重度心身障害者・乳幼児・ひとり親家庭等医療助成費 

       その他～就学援助費、結核対策費など 
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18,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

600 581 564 551 553 558 554 554 546 565

1,091 1,074 1,079 1,112 1,097 1,090 1,172 1,159 1,160 1,209

8,212 8,420 8,433 8,733 8,694 8,829 8,864 8,671 8,640 8,618

1,811 1,630 1,879
1,978 2,167 2,297 2,487 2,972 3,175

3,4131,298 1,435 1,520
1,513 1,511

2,475
2,556

2,346 2,270 2,186

802 798
714

625 616

604
635 565 580 538

394

252 256 268
270 257

275
253 261 248

239

14,066 14,194 14,457
14,782 14,895

16,128
16,521 16,528 16,619

17,162

百万円 扶助費の推移

その他

医療

児童手当
(子ども手当)

児童扶養

手 当

障害者福祉

生活保護

保育所

老人

枠内の数値は合計

臨時給付金
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（５）公債費（元利償還額） 

    26年度の公債費は、一般会計では60億 9,900万円、前年度に比較して４億円、6.2％

の減となり、特別会計では9億1,800万円、前年度に比較して1億200万円、10.0％の

減、企業会計でも病院事業会計において公立病院特例債の償還が終了したことなどによ

り、前年度に比較して11億 8,200万円、20.3％の減となりました。 
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14,000

16,000

18,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

7,910 7,726 7,760 7,419 7,043 6,778 6,771 6,702 6,499 6,099

1,432 1,374 1,355
1,217

1,054 986 1,051 1,098 1,020
918

5,793 5,729 5,716
5,479

5,746
5,680 5,590 5,543 5,819

4,637

15,135 14,829 14,831
14,115 13,843

13,444 13,412 13,343 13,338

11,654

百万円 公債費(元利償還額)の推移

企
業
会
計

特
別
会
計

一
般
会
計

枠内の数値は合計

        
  

26年度までに借り入れた市債の今後の元利償還額は、次のとおりです。 
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4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

5,318 5,222 5,481 5,202 4,580 4,101 3,665
3,296 2,932 2,498

892 874 852
777

641
550 519

460 442
403

4,466 4,790 4,609 4,652
4,230

3,509
3,283

3,053
2,630

2,186

10,676 10,886 10,942
10,631

9,451
8,160

7,467
6,809

6,004

5,087

百万円

今後の元利償還額
枠内の数値は合計

一
般
会
計

特
別
会
計

企
業
会
計

借換分等除く

※今後の元利償還額は、利率見直しによる利率の変動や借換えにより変動します。なお、27年度以降

新たに借り入れる市債の元利償還額は、このグラフに含まれていません。 

 

 公債費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 

※一時借入金利子及び市債の借換分を除く 
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    各年度の借入額と元金償還額は、12 年度から 24 年度までは、元金償還額が借入額を

上回っていましたが、25年度から借入額が元金償還額を上回りました。 

26 年度の借入額は前年度に比較して 19 億 1,000 万円増加していますが、これは一般

会計では借入が21億 3,900万円減少しましたが、病院事業会計において、新市立病院建

設に伴う借入が42億 8,000万円増加したことなどによるものです。 

なお、25 年度の借入額が前年度に比較して 28 億 9,500 万円増加した要因としまして

は、一般会計において、奥沢及び銭函保育所建設など民生債の増加が１億4,300万円、

新学校給食共同調理場建設など教育債の増加が１億9,800万円、土地開発公社の解散に

伴う第三セクター等改革推進債を５億5,000万円借入れしたほか、病院事業会計におい

て新市立病院建設に伴う借入が24億 8,100万円増加したことなどによるものです。       

5,417
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6,028
8,211

6,736
7,672

7,932

9,488

12,383

14,293

10,967 10,980 11,247 11,071 11,287 11,261 11,392 11,520

11,724

10,257
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5,000

10,000

15,000

20,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

百万円

借入額と元金償還額の推移

元金償還額

借入額

全会計 借換分等除く
 

   

26 年度末の市債残高は、一般会計で 489 億 8,200 万円、特別会計で75 億 600 万円、

企業会計で485億 6,700万円、総額では1,050億 5,500万円となり、前年度と比較して

40億 3,600万円の増となりました。 
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63 ,763 60 ,876 57 ,350 53 ,992 51 ,026 49 ,820 48 ,896 48 ,904 49 ,866 48 ,982 

11 ,807
10 ,722

10 ,255
9 ,829

9 ,602 9 ,364 8 ,884 8 ,623 8 ,049 7 ,506

51 ,774 
50 ,474 

49 ,248 
50 ,172 

48 ,813 
46 ,669 

44 ,612 42 ,834 43 ,104 48 ,567 

127,344
122,072

116,853
113,993

109,441
105,853

102,392
100,361 101,019

105,055

百万円

年度末市債残高の推移

一
般
会
計

特
別
会
計

企
業
会
計

枠内の数値は合計
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（６）貸付金 

    26年度の貸付金は19億 6,100万円で、前年度と比較して12億 7,000万円、39.3％の

減となりました。これは、土地開発公社の解散に伴う減として６億4,000万円のほか、

地域総合整備資金３億円の減などによるものです。 

    なお、19年度は大幅に減少していますが、これは、国民健康保険事業、融雪施設設置

資金貸付事業の両特別会計及び病院事業会計と一般会計との間で行っていた年度間の貸

付けを見直したことによるものです。 
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2,085

1,762

4,400
4,400

3,194

2,804

11,214

10,353

2,803 2,730 2,541 2,638 2,639 2,773
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百万円 貸付金の推移
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工
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預
託
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の
他

枠内の数値は合計
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（７）繰出金 

    26年度は67億 600万円で、前年度と比較すると13億6,100万円、16.9％の減となり

ました。これは、病院事業会計に対する繰出金が、公立病院特例債の償還終了などによ

り、11億 4,400万円減少したことなどによるものです。 

    なお、20年度は大幅に減少していますが、これは、高齢者医療制度の改正に伴い、20

年度より後期高齢者医療事業特別会計に対して繰り出すとともに、老人保険事業特別会

計の繰出は大幅に減少したことによるものです。なお、老人保健事業特別会計は22年度

に廃止しています。 
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百万円

繰出金の推移

国保

老保

住宅

介護

病院

水道

下水

その他

枠内の数値は合計
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 繰出金：一般会計、特別会計、企業会計の相互間において支出される経費 
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（８）普通建設事業費 

    普通建設事業費は、14年度以降減少傾向にありましたが、21年度以降は、国の経済対

策に伴う追加事業などにより、増加となりました。 

26年度は138億 6,800万円で、前年度と比較すると、37億 5,200万円、37.1％の増と

なりました。 

一般会計では、新共同調理場建設事業の終了などにより９億6,300万円、25.1％の減、

特別会計では住宅事業特別会計における市営住宅改善事業の減などにより３億2,800万

円、69.9％減少しましたが、企業会計では病院事業会計における新市立病院建設事業な

どにより、50億 4,300万円、86.7％の増となりました。 
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13,868百万円

普通建設事業費の推移

一般会計

特別会計

企業会計

枠内の数値は合計

 
主な建設事業の実施状況 単位：百万円

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
保育所建設事業費 9 285 404
廃棄物処理施設 9 65 240 169
新夜間急病センター 29 172 99
道路新設改良 39 44
臨時市道整備 549 387 275 245 392 397 452 476 393 402
ロードヒーティング更新 87 51 79 81 122 77
道道街路事業 307 132 49
銭函地区河川防災事業 6 64 27
旧国鉄手宮線整備 10 194 87 26
都市公園安全･安心事業 84 24
小樽公園再整備事業 56

観光物産プラザ屋根改修事業 74
港湾国直轄 45 46 31 45 44 36 25 24 27 40
港湾改修 59 85 60 20 35 43 83 11
第3号ふ頭岸壁改良事業 32 74 21 38 45
岸壁附帯施設改修(勝納ふ頭) 60 144
消防機動力増強・近代化事業（消防自動車
購入費）

63 188 64 31

高機能消防指令センター整備事業 307 12
消防救急無線デジタル化事業 8 296
救急業務高度化推進事業 47 31
（仮称）消防署オタモイ出張所建設事業 24
教育委員会庁舎駐車場整備事業 19
校舎等改築事業（手宮地区統合小学校） 34 341 872
校舎等改築事業（山手地区統合小学校） 11 5 33
校舎耐震補強及び大規模改造等事業（小） 288 348 344 274 13
校舎耐震補強及び大規模改造等事業（中） 273 634 330 7
新共同調理場建設事業 212 848 1,601
総合博物館整備事業 154 12 57
文学館・美術館再整備事業 150
手宮公園競技場整備事業 20
アスベスト対策経費 353
港湾特別会計 100 48 12 36 10 9
住宅特別会計 563 388 507 127 562 937 349 660 460 95
産廃特別会計 11 75 284 200
病院統合新築事業 120 878 3,628 8,476
水道事業会計 828 835 765 753 839 825 919 953 933 927
下水道事業会計 900 789 1,354 1,641 2,118 1,172 967 1,062 1,067 1,453        

    普通建設事業費：道路、橋、学校、公園等公共及び公用施設の新増設等に要する経費 
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６．主な財政指標  

 

（１）健全化判断比率及び資金不足比率 

    「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき算定した各比率は、下記のと

おりです。 

    26年度決算では、すべての健全化判断比率及び資金不足比率が、早期健全化基準及び

経営健全化基準を下回りました。 

 

［健全化判断比率］ (単位：％)

早期健全化基準 財政再生基準

－ － － － － 11.69 20.00

－ － － － － 16.69 30.00

14.8 14.3 13.7 13.7 12.2 25.0 35.00

113.6 108.5 93.6 88.4 75.7 350.0

［資金不足比率］ (単位：％)

H22決算 H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － 6.5

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

実質赤字比率

一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

資金不足比率

公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率

早期健全化基準（イエローカード）

財政再生基準（レッドカード）

経営健全化基準（イエローカード）

H24決算H23決算

（参　考）
経営健全化基準

公営企業の早期健全化基準に相当するもので、この基準を上回ると、経営健全化計画の策定・公表が義務づけられます。

簡易水道事業特別会計

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

水産物卸売市場事業特別会計

全会計を対象とした実質赤字及び資金不足の合計から実質黒字及び資金余剰の合計を控除した額の標準財政規模に対す
る比率

一般会計等が負担する市債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政健全化計画の策定・公表が義務づけられます。

会計名

健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政再生計画の策定・公表が義務づけられます。また、この計画につ
いて、総務大臣の同意が得られていなければ、災害復旧事業債等を除き、市債の借入れができなくなります。

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

産業廃棄物等処分事業会計

港湾整備事業特別会計

青果物卸売市場事業特別会計

20.0

将来負担比率

※連結実質赤字比率の財政再生基準・・・・H21決算40%、H22決算35%、H23決算以降30%

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

H22決算指標名
（参　考）

H26決算H25決算
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（２）財政力指数 

    26年度の財政力指数（３か年平均）は0.415で、標準的な行政サービスを提供するた

めに必要な経費を市税や地方譲与税等で41.5％しか賄えず、58.5％を普通交付税に依存

している状況にあります。 
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0.500

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

財政力指数の推移

     
道内主要都市10市の中では、一番低い数値となっています。 
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財政力指数： 地方公共団体の財政力の強弱を示す指標。基準財政収入額（標準的に収入し得る収入額）を 

基準財政需要額（標準的な行政サービスを提供するために必要な支出額）で除して得た数値の 

３か年平均値。 

         なお、基準財政収入額、基準財政需要額と普通交付税との関係は以下のとおりで、財政力指 

数が低いほど普通交付税に依存していることになります。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

臨時財政対策債

普通交付税

基準財政需要額

ａ　－　ｂ
                         単位費用 基準財政収入額

×

測定単位 標準的な地方税収入

                          a (国勢調査人口など) － b ×　　　　　　　　　　　　　財政力指数　＝　ｂ / ａ
× 算入率

補正係数 (市町村75%）

＋

地方譲与税など

＝
地方に交付すべき地方交

付税の財源が不足してい

ることから、13年度から国
が本来交付すべき地方交

付税額の一部を地方自治

体に借入を認める地方債

(後年度に支払う元利償還

額は普通交付税の算定に

100％算入される)
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  （３）経常収支比率 

    26年度の経常収支比率は98.0％で、前年度と比較して歳入では普通交付税や臨時財政

対策債が減少となり、歳出では公債費は減少しているものの、人件費や扶助費が増加し

たことにより、0.8 ポイント悪化しました。引き続き政策的な事業に使える財源が少な

い、非常に硬直した財政構造となっています。 
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H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

％

経常収支比率

 
 

    道内主要都市10市の中では、一番高い数値となっています。 

80.0
82.0
84.0
86.0
88.0
90.0
92.0
94.0
96.0
98.0

100.0

小
樽

札
幌

旭
川

函
館

釧
路

帯
広

苫
小
牧

江
別

北
見

室
蘭

１
０
市

平
均

98.0 

94.0 

91.4 

86.5 

96.3 

90.6 

86.9 

92.8 

90.4 

94.0 
92.1 

％

経常収支比率(２６年度)比較

    

 

 
経常収支比率：毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源が、地方税や普通交付税など毎年度経常 

的に収入される一般財源や臨時財政対策債等の合計額に占める割合。数値が高いほど財政構造 

が硬直化していることを示します。数値が低いほど一般財源に余裕があることを示し、基金へ 

の積立てや政策的な事業を行うための財源として利用できます。 
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